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新任期教員の力量形成
ーその可能性と側からの研修組織化の意義一
小島弘道
力量向上への期待と現在の力量形成の思想、
今日の学校教育に対して，父母が要求，期待することのひとつに教員の力量(資質能力〉向
上ということがあるO 毎日新聞は 1980年 1月8日付の社説で「学校の荒廃を克服するため
に一教師の力量が問われる時代- Jの見出しを婦げ，今日の教育問題を解決するために教
員の力量に期待することが大きいとしているO
東京都都民室が行なった「教育問題に関する世論調査J (1975年〉では教育行政に望む
こととして， r先生の質の向上Jが 51%でトップを占めているO 学歴社会の風潮と父母の高
学歴化を背景に教育にかける期待は大きく，これはそのまま，教員の力量に対する不信ないし
は期待の増大となって現われているO 東京都のような大都市では学歴社会に対する反応はとり
わけ敏感であり，かつ父母の学歴が高いから， r教員の質の向上Jに高い割合の反応を示すこ
とは当然といえるだろう(ちなみに，学歴別では，中卒の親 e父=4 1 %，同 e母=4 2 %，
であるのに対し，大学@短大の親=63%である〉
大都市をかかえていない地方レベノレの親の調査で、も，たとえば，山口県教委の「県民の教育
意識調査J (1978年〉によると，学校教育への要望として， r教育の資質向上」が21.0%
と， [豊かな心情」の 40.4%， I体力づくり jの33.3%， r教育内容の充実jの22.8 % 
に続いて第4位であり，また，山梨県教委の「県民の教育に対する意識調査J(1979年)
では，現在の学校教育の問題点として， I先生の質の問題jが 11. 8 %と，1道徳心やその行為
に欠けるJの27.8%， I知識詰め込み教育jの21. 8 %に続いていることに見られるように，
教員の力量についてはつねに殺の意識のなかにあるO つまり，教員の資質能力といわれる力量
は現在の親の大きな関心事であるといえるだろう。
このように，教員の力量向上に対する期待は大きし、。しかも，都市化の進んだところ，裁の
高学歴化の顕著な地域では， この傾向は，時に，力量に対する不信感となる傾向を含みつつ，
いっそう明白になっているといってよし、。
197 9年 8月 3，4 Bの両日，第27回全国PTA研究大会の討論では， これまでタブー
視されてきた教員の資質と落ちこぼれについて意見が集中したとし、わ九教員の力量につい℃の話会@
父母の関心の高さを示している(I毎日新聞J1 9 7 8年8月4日付朝刊)。
以上のような世相・期待に直接，間接にこたえる形で，今日まで，教員の研修施策が積極的
になされてきているO また，教員(団体〉もみずから子ども@青年の学力を直接保障する立場
にあるということから，自己の指導力量を向上させるために積極的に努力する傾向が，最近と
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みに顕著になってきているO
また 19 7 8年6月16自の中教審答申「教員の資質能力の向上について」は教員の形成，
力量向上に対する施策の基本方針を設定するにあたり， I国民の間には，教育に対して，広
い教養，豊かな人間性，深い教育的愛矯，教育者としての使命感，充実した指導力，児童・生
徒との心の触れ合いなどをいっそう求める声が強いjのように，教員の力量への期待が国民の
あいだに広くみられるとの判断を前提としたO
教員の力量，とくにその形成に関する考え方は 1970年代の教師形成の思想、の転換のなか
で、新たな展開を示しているものであるO
その転換とはすぐれた教員は養成レベルだけで、なく，それを含めて，採用，研修(再教育〉
の全過程のなかで形成されるとしづ考え方への転換であり，教員は大学でのみ赦3記されるというの
ではなく，現職においても継続的，段階的に形成されるという考えへの転換なのであるO
このような転換は，それまで何回となく，そしてまた，さまざまな内容と方法でくり返され
た養成レベルの改善・改革による教師形成の展望がそれ自身のなかには見い出しにくくなり，
その打開を採用，研修〈再教育〉の改善・充実のなかに求め，それとの関連で養成レベルの改
善の可能性も探ろうとするなかにその契機を有していた。
さらに，子ども・青年の学業不振・落ちこぼれ，そして非行等の原因のひとつに教員の指導
力問題があると考えられ，現職教員の指導力を向上させる必要が前記の調査に示されたように
社会的な要求になり，教員もみずからその必要を自覚し，研修の意義を改めて意識し出したこ
とであり， とくに後者の側面は ILO・ユネスコの「教員の地位に関する勧告J(1966年)
により， 1 9 6 0年代後半からとくに強調された教職の専門性確立への自覚の高まり，いわゆ
る教育裁判をめぐって論議された教育の自由をきっかけとして，教育活動の自立における教員
の研究・研修の意義が強く自覚されてくることを契機としているO
つまり， 1 9 7 0年代の教師形成の思想の転換は現職教育一研修思想の転換によって特色づ
けられるといってもよいし現職教育一研修思想の新たな展開だといってもよいのであるO
1 970年以前における教員研修施策を支える考え方では，養成レベルと研修レベルで、の形
成上での連続性の意識は稀薄であるo 1 9 5 5年前後の教育政策の変更を背景にとられた初期
の研修施策は教育内容行政の変更による，その趣旨の説明，徹底などをめざした伝達講習会と
よばれるものであったし， 1 9 6 Q年以後，活発になる研修施策は教職員組合による研修活動
を意識した「研修正常化jをめざすとしづ色彩の濃いもので、あった。これ臼ま行政当局による研
修の組織化一行政研修の充実・強化の方向をたどってしぺ。
もちろん，この時期の研修施策のなかには教職の専門職性にふさわしい力量形成を行政の責
任として理解し，繍形成を総合的，体系的に構想する方向もないわけで、はなかった。
それに対し， 1 9 7 0年代の研修思想は教員は教育活動を行なう過程で段階的，継続的に形
成されるとし、う考えに移行してきているO ユネスコの「教員の役割の変化と教職の準備・現職
教育への影響に関する勧告J(1975年〉はこうした考えが世界的な話題になっていること
???
を示しているO
行政当局はこの観点に立って研修施策を積極的におしすすめ，いわば教員の生涯研修思想に
よって側からの研修組識化を図って
しかし， ここには行政による側からの研修組識化が研修のあるべき姿であるとうけとめられ
かねない実態がすすんできているO
しかし， このような側からの研修組織化は研修のあるべき姿に照らして限界をもっており 9
そのゆきすぎは， もはや教員の研修というにふさわしいものではなし、。研修は，本来，教員の
教育活動の本質に根ざして構想，実現されていくべきものであるO したがって，こうした観点
から 3 教員の力量形成の本来的な姿を描いておくことが大切であろう。
教育活動はその本質において自由を要請するO それは「教育内容と方法の涼範な可能領域か
ら一定のものを選び出す規準の客観的な真理性に接近していかねばならないとし、う学校教師の
(1) 
行為の本質から考えられるJ 。
教育活動の自由については，限界をしくことはあっても，本質的に自主的，創造的な活動で
あることについては，今日，異論をはさむ者はほとんどあるまし、。教育活動の自由を承認する
幅のちがし、こそあれ，そこに一定の教員の活動の自主性，創造性を承認するのならば，自主的，
創造的な教育活動を展開するための条件が大切となる。これが，すなわち，教員の研究@研修
活動とよばれるものであろう。教育活動に研究的営為が伴うことはその自由のあかしなのであ
るO
こうして，教育活動の自由は，その前提に，指導力量の形成をみずからの努力によって可能
にしていくことを予定している。教員の研究は教育活動の自由を内部において支え，さらにそ
れを豊かにしていくものであり，それは同時に，力量の形成を可能にして営みなのである O そ
のいみで，力量は教員みずから研究をとおして獲得し，形成していくものでなければならないコ
教育活動の過程は力量形成の過程そのものである O 教育活動のために準備すること，教育活
動のなかで生まれ，直面するさまざまな問題をひとつひとつを解決していくこと， これらは教
員の力量形成の過程である O したがって，教員の力量は，教育活動を軸に，自己の教育活動を
スケッチ(指導計画の設定〉し，その実施に必要な準備をし，さらには教育活動が提出する明
らかにしておくべき課題を研究することによって形成されていくべきものであるO
日本教育学会 e教師教育に関する研究委員会による「教師教育の改善に関する実践的諸方策
についての研究(第 1次報告)_j (1979年 8月〉のなかでは， I教師の能力は，実践上当
面するさまざまの問題をどう解決していくかという問題解決の能力，あるいはそのための研究
方法を身につけること，そこにそれにもとづく実践力J( 3 7頁〉というように，実践的問題
解決能力を軸にした力量としているのは，まさに当を得た指摘で、あるO
教員の研究が自主的なものであるということから，その形態は個人的になされるものだけで
あるということに眼定されなし、。
教育活動はたしかにそれぞれの教員による個別的な営みであって，そのための研究活動も個
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人的な営みを基礎としている O 共同的に行なわれることはこうした個人研究をより効率的，効
果的にすることをねらいとしている。しかし，個別的な教育活動は実は教育の共同価値を実現
する営みであるO この共同価値の追求は個人の研究レベルで、行なわれるほかに，学校@学年@
領域等を構成する教員集団が共同で追求することによって可能となるO 教育価値の共同追求と
いうことであるO
教員の力量は以上のようなさまざまな場面と方法で形成されていくものである O このことを
図示すれば次図のようになるだろう。
力
共 倍
問 7]'J 
追 追
求 求
E立
主主
の
????
教育的価値
(教育の共同価値・公共性〉
(2) 
2 新任期における力量の自己形成の可能性
教員の力量が形成される構顕は以上のようなものとして理解されるが，現在の教員養成シス
テムを終えて教員になってきた教職経験三年以下心新任期教員の場合， このような構図におさ
まりきるだろうか。
教員の研修は本来的に自主的なものであり，共同で行なう研修活動も彼らの自主性，意欲を
基礎としない限り，効舟まあがらないばかりでなく，研修のやり方として誤りであるO 新任期
教員の研修も彼らの自主性，意欲を基礎としてなされるべきことはいうまでもないが，彼らの
研修を効果あるものとしていくためには側からの援助，時に働きかけがインフォーマル，そし
てフ庁ーマルに行なわれることが大切であることは，校長レベルだけでなく，各方面から多く
の人たちによって指摘されてきているO
新任期教員の場合，側からの援助，働きかけがなぜ重要なのか。このことを考えるために彼
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らが養成レベルで獲得してきた力量と実際の教育活動に期待される力量との関係をとおして新
任期教員の力量状況を明らかにしていきたし、。
教員は原則として大学で養成されることとなっている O 大学で養成するということは教員の職
務が科学的な知識と技術にもとづくものであるとされ9 これらの科学的な知識と技術は大学で
教育するものが相当であるとする認識を背景としている O だから，そこで学ぶ内容は一般教養
のうえに教育活動を担っていくうえでの専門的知識と技術とりわけ専門的知識である。しかも，
具体的な教育活動の場面で、の特定の事項について学ぶというよりは，ある特定の教科に関する
基本的な認識9 知識，指導法9 および教育の基本的な認識である O このことから， しばしば，
大学で学んだことが教育活動の場ではほとんと。役に立たないとかの声が関かれる。大学で学習
することは教育活動に関する基本的な事項についての科学の基本であるからである0'
それならばp 大学で形成される力量は果たして実際の教育活動に求められる力量に対してど
のような位置にあるのだろうか。
少なくとも教育実習で体験したように，ある教科の 1時間(4 5分}の授業をする
のに何時間もの教材研究をして授業にあたっているO 教材研究だけでなく，関連する教材と
教材提示の方法の研究，そして指導の展IJTiの工夫などについて事前の研究をしておかねばなら
ない。しかも指導しっ放しで、おわるわけではなし、。生徒の反応をたしかめながら指導しなけれ
ばならなし、。生徒は一様に同じ反応を示すわけではなし、。一人ひとり異なる多様な反応をする
ので， この反応に沿って指導していかねばならなし、。生徒のこころをつかみながら指導にあた
うていくことも大切であるO
教育活動は授業だけではなし、。授業外のさまざまな指導があるし，直接，教育活動そのもの
ではないが，それに関する事項，たとえば指導計画の作成，教育事務など多岐にわたるO
教員の力量とは以上の活動に必要な力量を総称していわれるが9 このような力量は養成レベ
ルですでに形成されているとみるのは誤りであって，形成されているのはそのうちの基本的な
もの，および教育活動の具体的な場面でそれまで形成されていた力量を修正し，更新し，創造
していくことを期待される可能態としての力量なのである。
このことは多いってみれば9 養成レベルで、形成される力量と実際の教育活動に期待される力量
のギャップ，へだたりといえるだろう。ひとはこれを新任期教員の力量の未熟色不安定さと
いったりしているO
こうしたギャップ，へだたり=未熟さ，不安定性を新任教員自身がどのように自己診断して
いるかどうかは彼らの研修需要を考えるうえで大へん重要であるが， この種の調査，研究は
ほとんどなし、。このなかで，山口県教育研修所が行なった調査研究のなかで，学習効果があが
らない原因を調べているものがあるO
〈別表〉のように，たしかに 20代教員は 30， 4 0代教員とくらべて圧倒的に指導力不足
をその理由としている割合は多し、。
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〈別表〉 指導効果の阻害要因
20蔵----29歳 30歳----39蔵 40峨 ~49歳 5 0故以上 全 体 i
男! 女 男 女 男 女 男 男 女ー
N=39 N=138 N=64 N=66 ト←199N=182 N=26 N=女142 N=328 子←二529
教育課程の内容が過密
ア であり指導上の負担と 12.8 15.2 23.4 22.7 2 5.1 19.2 19.2 19.7 21.8 1 7.9
なっている
教科書の内容が量的に
イ 多く，時照的に不十分 28.2 25.4 32.8 27.3 23.1 29.1 26.9 28.2 14.7 26.4 
であるO
教科書の内容が質的に
ウ高く児童の能力の上か 10.3 8.7 6.3 19.7 10.6 11.5 23.1 22.5 10.2 14.1 
ら負担が大きい
授業以外の事務に追わ
ェれ，教材研究，授業準 1 5.4 18.6 28.1 18.2 25.1 27.5 23.1 16.9 22.3 20.5 
備が十分でなし、。
教師自身の指導力が不
オ足の自覚 33.3 25.8 9.4 7.6 7.5 7.1 4.2 9.9 1.1 
親の期待が子どもの負
カ担を大きくしp 学習意 2.2 3.0 5.5 1.6 3.8 3.5 3.5 2.4 
欲を低下させているO
キそ の 他 (22 ) (1.5) (3.8 ) (4.9 ) (3.3 ) 
(山口県教育研究所「教育課程の編成@実施@評価に関する研究(l)J，研究紀要第89集 1978年〉
このことから，若い教員，おそらく新任期教員は指導力の未熟さを自覚している程度がそれ
以外の教員と比較しでかなり高いことが明らかであるO サンプノレ数が少ないとかの調査方法の
問題は残るが， ここに示されていることはほぼ一般的にいわれることだと考えられるO
新任期教員の力量上の課題を解決するためには，彼ら自身の研究的努力に待たなければなら
ない。これが基本である。しかし， こうした研究的努力はさまざまな条件によって阻まれ，思
うようにいかないのが現実であるO
これまで，研究をする時間がないことが最大の阻害要因であることが指摘されてきているO
勤務時間内にとれる研究時間はわずかということは事実であるし，とれたとしてもわずか
であるので， じっくり践をすえて研究することはむずかしし、。夏期休暇のように長期の休
較で"まとめて，，-:.，:;.諦べておくことは国難であるo 研究時間を最も必要とする新任期において相対的
に最も少ない研修時間しか確保できないという状況，これが新任期教員の研修を阻害する最大
の要因であろう。
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ところが，研修時間をほとんどとれないといっても，教育活動は現実に行なわれているわけ
である O とすると，教育活動はすぐれた教科書や指導書があれば，それほど事前の準備がなく
ても大体やっていけるということになるだろうか。つまり，教材研究等をそれほどしっかりやっ
ていなくても教育活動はやっていける性格のものだろうかということであるO これについては
二つの答えが可能であるo I可能であるjということと， I不可能である」ということであるO
小学校，中学校，高等学校を問わずそうであるO
指導を受け，学習する側の反応、と学習の定着をまったく無視しておれば，そしてまた，指導
する側がそのことで満足していれば「可能であるjかもしれなし、。
しかし，実際には， r落ちこぼれJ I非行jなどとし、う学ぶ側のさまざまな反応，不満，
要求を無視することはできなし、。学ぶ側の反応，不満@要求をまずは教員みずからの指導力量
の問題としてとらえおえすことが大切だからである。事実，教員自身がこのことに満足しきれ
ないとしづ状況は多く語られているところであるし，また，そのままにしておくと局間が問題
とするから，当然，指導上の創意と工夫としづ研究的努力がなされることになるO
ところで， I可能であるJということがし、えるための条件として，長年の経験，勘，生徒を
みる自が必要となる。
教員となってから，試行錯誤をくり返し問題にぶちあたった特に調べたり，先輩に開いた
りしながら，次第にこれらの技量を獲得してし、くわけであるO このような技量を形成した教員
が「可能であるJということにはそれなりの理由なり，意義があるO
新任期教員においては，まず， こうした積み重ねー教育活動の経験が浅いか，少なし、。
以 j二のほか， どのような研究をどのようにすればよいかについても自分だけの努力ではうま
くし、かないことがあるのではないだろうか。小，中，高校の段階によってその実態は異なるが，
とくに小学校のように全教科担任を原則とするところで、は，研究や開発にかかわった力量の不
足を教員みす冶ミら感じているということを仮説と設定することができょうの
次に，研究意欲の要因であるO しかし， これは第一，第二の要因と関連づけながら考えなけ
ればならない問題であるO
これらのことから，新任期教員の力量の自己形成は不安定な状況にあり，この状況は彼らの
日常の仕事の特殊性ともかかわって，側からの援助，働きかけが要請されてこようしこのこ
とによって，力量の自己形成をより確実なものとし，また，自己形成によっては不十分な面を
補うことに役立つのであるO
最後に，個々の教員の教育活動が教育の共同価値を実現するために分担している営みであ
るということから， 自分で研究する場合でも教育の共同価値への意識は強くなるO 学校段階，
教科等によっ異なってこようが基本的には共同価値の追求がまさに研究の課題となる。これは
新任期教員だけの研究課題ではなし、。
しかし，いずれにしろ， ここでは側からの援助，働きかけということではなく，まさに共同
で追求することが必要になろう。新任期教員は先輩教員の援助によって共同で追求することに
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参加しそのなかで，共同で追求することの実際的意義とそれを実現する方法を学びとり，教
員として成長していくのであるO
3 新任期教員の成長と「意味ある他者 jの意義
教育活動は一人ひとりの教員の自主性のうえに成り立つ活動であることは，そのほかの教員
(集団)等の個別的，組織的な関係を排除するというものではなし、。教育活動が教育の共同価
値を追求する営みであることはこうした関係がいっそう密になることを要請する O そして，新
任期教員にあっては，かれらの力量の特殊性のゆえに他からの援助，働きかけをとりわけ必要
としているO
新任期の力量の特努針生はその不安定さと未熟さにあゐそして，この不安定さと未熟さを克服す
るためには多くの困難が主併の偽客観的な場面にみられるO 主体的要因とは新任期教員自ら
がそれを克服する力量不足の問題であり，客観的要因とは職務に期待される教育活動の全体
性〈ベテラン教員と同じ仕事)としづ問題であるO
新任期教員にとって力量の形成は，そのために，みずから努力することを基礎に同僚教員の援
助，助言や校内研修の組織化という，いわば側からの働きかけ一組織化が大切であるO
このなかで，同僚教員との接触，彼らからの援助，助言は新任期教員の力量形成にとって，
さらにもっと一般的には教員として成長していくうえできわめて大きな意義を有してい
るO 先輩教員なら誰でもし、し、とし、うわけではなし、。新任期教員にとって「意味ある存在」た
りうる同僚教員であるO これは「意味ある他者JとよばれているものであるO
significant others=1意味ある他者Jというのは個人が意思決定するにあたり，準拠す
る鍛的存在としての他者を指すといわれ，社会化研究のうえで戦略的意義をもつものとして理
，-1:.7(3) >-，-， i#. 解されているものてのる o '-の「忌味ある他者jというものは，これまでの準拠集団とほ
ぼ同じものと考えてもよいかも知れないが，準拠喋!主がある人間にとって運命的な組織的条件
もしくは組織ー集問と個人との関係において意義づけられ，諮られている傾向があるのに対し，
「意味ある他者Jは選択可能であり， しかも個人対個人の関係において成立することであるこ
とによって区別することは可能である(; I意味ある他者Jはある人間にとってさらに偲人的な
意義をもっ存在であるO
われわれが新在期教員の成長にとって「意味ある他者jの存在に注目するのは，新任期教員
の力量の未熟さと不安定性としづ特殊性を克服することにおいて，学校一教員集団，組合分会
組織などのほかに，ある特定の個人の存在が新任教員にとって強烈な印象と意義をもつもので
はないかと考えるからであるO つまり，新任教員の成長を助け，促がすような学校一教員集団
等が成立しても，それだけでは彼らの成長の基礎的な条件が満たされているにすぎないという
ことなのであるO これも大切な成長のための条件で、はあるが， これに加えて偲的な関係におい
て新任期教員にとって「意味ある他者Jの存在が必要だということであるO
? ?
?
?
?
新採用教員にとって「意味ある他者jは具体的には誰かということについて，実態調査研究
がし、くつかみられる O そのなかで同僚教員が新任教員にとって，決定的な重要性をもっている
(4) 
との報告がある 。われわれの研究関心は ，なにゆえに「意味ある他者Jは同僚教員のな
かで‘とりわけ向学年学級担任教員で、あり， [司教科担任教員であるかについてであり，新任期教
員の成長にとってもつそれらの意義に関する内容的な吟味であるO
これは，新任期教員の力量のさまざまな側面に対する自己診断との関連でなされるべきだと
忠われるO つまり，新任期教員にとって「意味ある他者」は誰であるかという実態の解明だけ
でなく，なにゆえに「意味ある存在」なのかという分析まで進むことが大切である O われわれ
は新任期教員の力量の特殊性との関連でこの問題を解明したいと考えているO
「意味ある飽者Jが存在することは新任期教員の成長にとって決定的な意義をもっという仮
説を示しておきたし、。それは何年かの教職経験を経た教員にとっての「意味ある他者Jの存在
と同じ意味でそういわれるのとは区別される特殊なものをもっていると思われるからである。
4 新任期研{I多の特性と損IJからの研修組織化の可能性
新任期教員はその力量において，たしかに不安定さと未熟さが見られるにしても，その克服
は彼自身の研究的努力によってなされなければならず，かつまた，そうすることによって本質
的に可能なわけである。しかし，そうであっても新任期における力量の自己形成をどのように
現実的に可能にするかについて，これまで考察したことによっても，なんらかの側からの働き
かけが主観的にも客観的にも要請されることもまたたしかである。このなかで， i意味ある他
者Jの存在は彼らの必要により，みずから選択するとしづ色彩を有しているものであり，特殊
な位置にある O したがって， I意味ある他者jは側からの働きかけの要素とはいえないかも知
れなし、。それは彼みずからの意志で自主的にに選択した，彼にとっての「意味ある他者」なの
であるからである。
以上のことから，側からの働きかけがまったく意味をなさない， もしくは必要ないとし北、切
ることには無理がある。
側からの働きかけというのは， フォーマルな組織が新任期教員の力量形成のために投げかけ
る一切の行為を指すといっておこう。この行為のなかには，予算措置，研修時間の確保，代番
教員の確保など，いわば研修の外的条件整備活動に関するもののほか〉期待すべき力量形成の
ために研修そのものを組織一計画することなどの研修組織化活動の二つが考えられるO そし
て，その実施主体も行政当局から学校および学年などの組織単位に至るまでさまざまであるO
通常E 後者の研修組織化活動を側からの働きかけとされるから，本節ではこの側面に眼って
考察していきたし、。
新任期教員とりわけ新採用教員の力量の問題に対して示した政策上もしくは行政上の関心@
対応は，ひとつには試補制度の構想であり 9 新採用教員研修の実施であっ7こ。
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試補制度は，現在のところ，構想の段階であり，未だ実施には至っていなし、。それに対し
新採用教員研修は 19 7 0年からはじめられ， 1 9 7 7年には授業研修も加え，それまでの一
般研修と合わせて 25 Elに拡大されている(一般研修 10日，授業研修 15日〉。
試補制度の構想、と新採用教員研修はし、ずれも新採用教員が教育活動に慣れていない， もしく
はそのことについて十分な力量を身につけていないことがこれらを構想し，実施する理由であ
(5) 
るとされている 。つまり，実際の教育活動を行なっていくうえで未だ力量が十分備わってい
ないからだといわれ，いずれも行政当局の責任におし、て〈試補的)研修を計画，実施するとい
うものである O
行政研修は行政当局が研修を計画，実施できるとの法律上の根拠を受けて行なわれるもので
あるが，その意義は，本来的には，たとえば学習指導要領の改訂などのように国および地方の
教育内容の基準が改記され，それが日常の教育活動に直接影響を与える場合にその趣旨の説明，
徹底のために実施することのほか，個人，学校レベルで行なうことが困難か， もしくは教職員
にとって研修的価値があるものと行政当局が独自に判断して計画する研修会を開催することに
求められよう。したがって，こうした行政研修は教員の自主的研修を補い，そして側面から援
助するとし、う性格を有するものである O
行政研修の本来のねらいはここに求められるといってよし、。
このことは，教員の研修はみずからの教育活動を軸に展開する自主的な活動であるというこ
とからそういわれるのであるOしかし，現行の新採用教員研修(義務研修〉に対しては，教職員
組合のなかには反対もしくはその運営の民主化一運営への参加を要求しているものがあり，また
こうした研修の有効性に対する疑いをさしはさむ教員はけっこう多し、。
日教組による新採用半年目の教員に対する調査(1 978年秋実施〉では，別表1のように，
かなりの教員(7 2.6% )が行政研修に対しては「自主的なものであって参加しなくてもよい」
とこたえており，他方，その行政研修が役に立ったとする者は，別表2のように， 4 2.8 %と
(6) 
半分にも満たない実態が報告されている 。
総じて義務的な行政研修は新採用教員にとって魅力の少ない， もしくは役に立たないことが
指摘されているようであるO このこともあって，行政研修の見直しが教員の生涯研修という視
点から地方レベルで行なわれはじめているO
たとえば，千葉県の教職員研修改善検討委員会の「教職員研修の改善について(報告)J 
( 1 9 7 9年 月〉において，研修参加の条件のところで、は，県教委の実施する研修参加の形
態のうち， I悉皆，推薦の各研修行事に関しでも見蓋しが必要であり，特に悉皆研修について
は生涯研修等の視点から必要最小限度の範囲にとどめ，その他は，推薦，希望による研修に切
り換えることも検討すべきであろうJとしているO
これが新採用教員研修に霞接向けられた見麗し論ではないかもしれないが，教員の意欲を基
鍵に自主的に行なう研修をベースとして教員の生涯研修づくりを整備していくことが行政の役
割としなければならないとし、う改善指針はかなり明確に出ているO
? ， ょ??
〈別表 1 > 教育委員会の新規採用教育研修会について
仕事に おしつけ 何も感じ わからない N A 役立った がましし、 なかった
教 員 4 2.8 2 2. 9 2 8.2 3.8 2.与
学 校 4 8.2 2 2. 0 2 5.1 2. 6 2.1 
l=t 学 校 4 3.6 2 :3.6 2 7.2 2.9 2. 7 
1T:i日1 校 3 0.5 2 2.6 3 7.3 7. 7 1.9 
i埠 ヨ，=三z 3 O. 9 3 5. 8 2 4.7 4.9 3. 7 
小学校 4 5. 2 29.0 2 2. 9 1.7 1.2 
男
中学校 3 7.7 2 7.7 2 7.5 3.4 3.6 
-:1" 
i局 校 2 8. 5 2 4. 0 3 6.4 8. 5 2.5 
小学校 5 0.2 1 7. 1 2 6.6 3. 3 2.8 
女
中学校 5 1. 2 1 8.3 2 6. 7 2.3 1.5 
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1可B二f] 校 3 5.1 1 9. 1 3 9.4 5.9 O. 5 
( 7J1j表 2 > 教員研修会や研究会について
文部省， 教育委員会主催 組合やサークル主催
力日権
参力臼 告強IJ 
なで自 わ
品弘望fhtF 、 参加1
な参 jっ
す威 くあ主 力、 N く加 1J、 N 
べが し的 てり的 し てし
きあ ちな あで も参な
ら
?くε こ もて
り
り よ加も な A し よも な
A 
参 し、つ いしの し、 し、 し、 いし し、
教 員 数 6.4 72.6 14.4 2.8 34.5 3. 1 42.6 1 7.7 2.2 
弓一 校 7.4 2.8 72.1 1 5.0 I 2. 7 35.6 2. 5 43.1 1 7.3 1.5 
ベコ ，ニ孟主't 校 7.4 4. 5 70.3 14.5 3. 3 36.4 3.4 37.1 19.9 3. 2 
1¥τ二司3 校 3. 3 5. 4 75.7 1 3.1 2. 5 29.4 3.9 49.3 15.0 2.4 
li章 cg:;， 1.2 81.5 13.6 3. 7 35.8 3. 7 33.3 24.7 2. 5 
小学校 7.4 3.8 71.1 15.8 1.8 36.8 4. 0 39.6 18.3 1.3 
男
中学校 6. 8 5. 2 70.9 1 3.6 3.4 40.2 3. 4 34.3 18.6 3.4 
向 交 3.6 6. 7 72.4 14.6 2. 7 29.0 4. 5 46.3 1 7.3 2.9 
小学校 7.4 2. ] 72.7 14.4 3. 3 34.7 1.5 45.4 16.7 1.7 
女
中学校 8. 1 3. 5 69.5 15.7 3. 2 31.4 3.5. 40.7 21.5 2. 9 
子ー
!局 校 2. 7 2. 1 83.5 9.6 2. 1 30.3 2. 7 56.4 9.6 
?? ー
以上のことは，校内研修のいっそうの充実としづ対応にも表われている O そこでは，行政研
修と校内研修とが一体的に進められることが望ましいとしつつも，研修は教職員各自の自発的
な研修を基盤として行なわれるものであることや， 日常の教育実践に結びついていることによ
って意義があるから， I特に，今後の研究改善に当つては，校内研修を一層重視して9 その体
制づくりや研修活動を推進するために適切な方策を講じることが必要であるJとし，校内研修
のいっそうの充実が研修改善にとってとりわけ』重要であると提言している O
同様の見直しは群馬県公立学校教職研修体系再編成研究協議会「教職員の研修体系の再編成
について(報告 )J(1979年 11月〉にもみられる。
国レベルでも 1979年度からグノレープ研究に予算措置をとって，学校に基礎を置く研修を
活発にしようとしたのも，教員の自発的な研修の育成は学校を基盤として行なうのが最も効果
的であると考えたからにほかならなし、。 (7)
新採用教員の力量の特殊性から，側からの研修組織化はたしかに必要とされるであろうが，
このことは必ずしも義務的研修の制度化によってのみ倒毒されるのではないということが，新採用
教員に対する行政研修をやってみての経験からでたひとつの教訓であったかもしれなし、のこの
ため，最近では新採用教員のための校内研修の組織化が側からの働きかけの中心に位置づけら
れるようになってきているO これは教員の研修が何よりも教育活動と直主妥結びついたところで
成立するし，またその本来的な意義があるからである。世界のレベルでは school focused 
in-service education とか， school based in-service eclucationのよう
(8) 
にいわれ，学校を中心とした研修体制の創造が主張されてきている。
ところで，新任期教員のための側からの研修組織化として校内研移体制づくりの意義はいわ
れはするが，これとて，おしきせの形式的な側からの働きかけ一組織化では意味をなさないし，
みずからの研修意欲にもとづく問題意識に立たない組識化も十分ではない。
研修意欲の問題は教員のまったく個人的な問題，主体性の問題に属することであるから 9 こ
れ自体をどうこうするといってもはじまらないかもしれない。こうした側面は実際の研修活動
との関連のなかで論ずべき問題であろう。
研修意欲を育てるために研移の成績を給与，処遇等に反映させる考え方は，研修行政のなか
で意図されてきてはいる。教育職員養成審議会の建議「教員養成制度の改善について」
( 1 962年)は「試補としての研修および現職教育等による研修の結果を，給与，資格等に
関連づけることとする」と p はじめて試補的研修 e研修による h見返り H を提言した。これは
中教審答串(1 9 7 1年〉にも受け継がれてし、る。地方によってはすでに，研移成績をなんら
かの形で処遇等に反映させている実態がみられるD
研修成績を処遇等に反映させれば研修意欲が高まるという考えは p 教員のあいだにわずかで
はあるがみられる。日本教育会の謁査 (1977年 10月実施〉で「褒賞制震 Jの可否を教員に
たずねたところ「必要だ」が 10 %， r必要がない jが 60%，iなんともいえない」が
1 6.4 %， rわからない」が 12.8 %の結果を示し，これについて「競争原理を拒否しようと
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している姿勢がここでも強く現われている」と分析している。この分析をそのまま受けとるに
はいくつかの前提が必要である。「なんともいえない」と「わからない」としづ集団は制度そ
のものの運用次第で「必要だ」へ移行する可能性を十分もっているからである。
そうはいっても研修成績を測定することは現実には困難であるし，もしくは測られたものが
果して教育活動に生かされるかどうかの保障はない。し、し、かえれば，教育活動が質的に向上し
たという事実が研修によってなされたとし、う因果関係をはっきりさせることがきわめて困難で
あることなどから研修成績の処遇への n見返り H によって研修意欲を高めることはあまり現実
的ではないばかりか，それでもなお，評価が強行されれば，おそらく，その評価を主として行
う管理職等の印象的評価が支配し，教育活動の自主性が損われるという心配もある。
したがって，研修意欲ということは，本来，教育活動の実施に不可欠な要素であるが，
それ自体，教員個人の問題である。そうはいっても，この研修意欲は学校の研修体制一
組織化に多く左右されるところがある。新任期教員にとってはなおさらのことである。
以上のことから，新任期教員に対する'ffiIJから研修を組織する際の原則は次のようなものとし
て考えられよう。
ひとつは，彼の求めに応じた研修の組織化であることである。研修は何よりも教員自身の問
題意識一研修意欲に支えられなければならなし、。彼が，現在，最も研究しなければならないと
感じていることがちを土台にした彼自身の求めに応じた援助， 1動きかけ，そして組織化が大切
である口
つぎに，求めに応ずるといっても，彼が求めるということは側からの働きかけを排除するこ
とを意味せず，それとかなり相互依存的な関係にある。この{動きカサナは学校鍋主の研究的な取り
組みのなかで自然、に，かつひとりでになされるという側面がある。と同時に，それは，
とりわけ，新任期教員に対しては，目的意識的に行われてしかるべきである。というのは，教
育活動は教員一人ひとりの倍7]IJ的な営みであるが 9 この個別的な営みによって，子供@青年の
なかに形成される教育的価値(学力@行動〉はその学校，さらには公教育制度が到達すべき教
育呂擦であり，それ自身，共同的価値である。したがって，教育的価値は共同で追求するとい
う性格をもっている。共同で追求する過程は，同時に力量形成の過程であるから，形成する主
体としての教員の力量もまた共同で高め，形成していくとしづ性格をもっているのだというこ
とを，入織のはじめの時期から自覚し，そのために努力し，ひいては，そうしたことを可能な
らしめる学校集団を創造する担い手として成長していくべきだと思われる。
若い教員の力量を学校集団が側から自主的に形成するとし、う側面は彼らの力量内容と研修方
法を画一化，統ーないしは強制するというものではない。学校集団が若い教員を育てるという
責任を自主的に果たしていくということなのである。
第三に，側からの研修組織化は学校一教員集団の質の高さ一民主的な集団に担保されている。
それは共同の研究体制が成立していること，さらにそれをより改善し，更新する可能性が息
づいている体制であり，したがって，お互いに切瑳琢磨するなかでの議論が個人的な感情や偲
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人的な関係につながらないような民主的な研究集団の創造への可能性を内識している集団であ
る。このような集団が本来的な研究集団であり，このなかで若い教員が伸び伸びとして自分の
考え，意見を出し 9 集団のなかで鍛えてもらおうとの気持も出てくるわけである。
しかし，同時にこの過程は自己の力量についてのきびしい評価がみずからも意識し，他人の
前にあらわになる過程でもある。若い教員は，こうして，きびしい研究的雰囲気のなかで力量
を形成していくこととなり，これは力量が充実，形成されるうえできわめて重要な，かつ不可
決な過程である。
第四に，組織化の単位は比較的小さな集団がよし、。具体的には，学年，教科@領域における
活動の単位である。新採用教員が仕事のうえで思ったことがある場合，相談ないし助言を受け
る人は誰かをたずねた間いに対し 9 多くの者は同僚教員ないしは，向学年担任教員とこたえて
(9) 
いることからも明らかなように， 比較的同じような仕事の条件下にある小さな単位の教員集
団のほうが若い教員の準拠集団になり易いことは広く承認されていることである。
5. 残された課題一方法論上の問題
われわれの共同研究は新任期教員の力量の特殊性をふまえた研修行政の責任はどうあるべ
きかを考察することにあった。そのために，新採用教員に対する研移行政の実態を中央文部省，
地方教育委員会野学校のそれぞれのレベルにおいて明らかにして，側からの研修組織化の可能
性を展望することにあった。すなわち，より本質的には，新任期教員の力量の自己形成におけ
る側からの研修組織化である行政研修の可能性を吟味することにあったわけである。
以上のような研究課題を達成するためには，新任期教員の力量傾向と特性を明らかにしてお
かねばならないわけだが，しかし，新任期研修の制度化を支えた行政当局の力量認識のなかに
あった，いわば制度上，経験上からみた力量としづ限界をわれわれも克服しきっていない。
つまり，現在の教員養成制度のなかで形成される力量と，教員自身や校長等が一般的な印象と
してもっている新任期教員の力量を質的に，十分吟味することなくして，われわれの研究がす
すめられたということである。
ところで，前者は制度的に条件づけられた力量ということで，その限りでは，いわゆる新任
期教員の力量の客観的な側面であるし，そのこと自体，力量の特性を考察するひとつの科学的
方法たりうるわけである。
しかし，これだけで新任期教員の力量を性格づけることには大きな落し穴がある。つまり，
この力量(傾向〉を新たに更新し，変革する教員の主体的な力量認識の側面を，いっさい，考
慮していないということである O この側面を欠落させた力量考察では，教育価値を主体的に追
求するなかで，より高い次元の個性化した力量として内面化していくエネルギーと知性をもっ
教員主体は浮かび上ってこようがない。
教員の力量については，制度的に条件づけられたものとしてだけでなく，もっと主体化され
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た{菌性的な力量として考える努力が必要なのである。
このような側面を明らかにするためには，新任期教員の内面に入りこんだ分析が必要であろ
う。彼らが力量をどのようなものとして自己診断しているかについての意義を吟味することも
そのためのひとつの方法であると思われる。さらに，新任期教員の実践，経験のなかにみてい
く方法ーがある(教員としての自己形成史〉。
現在，われわれにとって，新任期教員の力量傾向を明らかにするための方法は彼らによる力
量の自己診断疹意義を明らかtこすることが当面の仕事である O それは，あくま芝、も教員研鯵が
個人の内にある自発的な自己実現の欲求に根ざすものであり，その成果はきわめて個別的な自
己評価により決まるものであるからであるO したがって，学校，地域，全国レベルにおける研
修組織化はそれぞれのレベルで教員個人の研修欲求，研修の自己評価を充足させる責任を積極
的に果たしていくことであるO
われわれは以上のことから「教師の指導力形成における研修の役割についての調査Jを実施
し(1 980年 l月)，新任期教員が指導力をどのように自己診断しp そこからどのような研
修需要を示しているかを，教職経験 10年前後の教員のそれらと比較しながら，その特邑を明ら
九かにすべく分析をすすめているところである。
<注>
(1 )五十嵐顧，伊ケ崎暁生編著『戦後教育の歴史j](青木書広， 1 9 7 0年) 2 9頁。
(2) 新任期教員の力量の特殊性と彼らの研修の特性については，小島弘道「教員研修における
新任期研修の特性に関する研究J( ~日本教育経営学会紀要』第 2 1号， 1 9 7 9年〉を参
照されたい。
(3) 石戸谷哲夫，門脇厚司，永井聖二「日本の教員文化の実証的研究 J( W筑波大学教育学系
論集』第二巻， 1 9 7 8年〉を参照。
(4) 田中一生， r新任教員の職業的社会化に関する調査研究 J( ~ 7 8年度科学研究費補助
金@研究成果報告書j]1 9 7 9年〉を参照。
(5) 1 9 7 1年の中教審答申「今後における学校教育の総合的拡充整備のための基本的施策に
ついて Jのなかで，新任教員のために「特別な身分において 1年程度の期間，任命権者の計
画のもとに実地修練を行わせ，その成績によって教諭に採用する制度を検討すること」のよ
うに試補制度を提言しているが，この「中間報告 J( 1 9 7 0年)の疑問にこたえる形で，
試補制度を設けることの意義を「よく一部の人々が，新任の教師も古い教師も，子どもに
対する教育上の責任には差異はなく，その資格は平等だとしづ議論をするのを開きます。私
は教師をしたことのある人間ならば，そんな不真面白な主張をされるはずがないと不思議に
思います。織務上の責任には差異がないとしても，実質的な責任能力一責任を果たす能力
ーには大きな個人差があることは，すべての教師が知っているはずです」という観点、から
述べ，さらに養成レベルで獲得する力量と実際の教育活動に必要な力量とのギャップから，
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「教員養成大学でも，また一般の大学ではなおさら，その在学中に教師としての実地修練が
どこまで効果的にやれるかとしづ疑問があります。大学は学理的な教育を行うのには適してい
ますが，教師という生きた人間を相手にする実践的な教育活動についての修練を行わせる場合
に充分な指導力を備えているとはいえません。……中略......。教職につくことを決心した人だ
けを対象とし，教職の第一線ですぐれた経験をもっ先輩の指導のもとに組織的な研修を行うの
がよいと思われます」のようにいっている(西田亀久夫r¥¥中教審1 答申の疑問に答える J， 
f 総合教育技術~ 1 9 7 1年 1月号〉。
また，新採用研修を制度化するにあたり，その意義を次のようにいっていた。つまり， r教
員養成学部等を卒業し，一定の資格を獲得し，教員選考試験に合格して採用されたとはし、え，
はじめてつく教職に対する自覚，実務上の留意点などについては，ベテラン教員と比較すれば
かなり見劣りがすることは否定できないことであろう。とくに，教員の場合は，他の一般の職
種と異なり，採用後直ちにベテラン教員とまったく同じように教壇に立ち，児童生徒の教育活
動に従事するのであるから，他の職種以上に早い機会に研修を行う必要があるわけである(別
府哲「現職教育の拡充一新規採用教員研修 e海外派遣研修一 JW教育委員会月報Jl1 9 7 0年
5月号〉
(6) 日教組の調査はマスコミ以外には公表されていないので， 1 9 7 9年 7月6日付「内外教
脊」誌上のデータによっている。
(7) ク恭ループ・研修は公立の幼稚園，小・中・高等学校，特殊教育諸学校の教員のク'ループが白
発的な教育研究活動を行う場合にその経費を補助し，もって教職員の資質の向上と指導方法
の改善充実に資することを目的とする。その具体的な運用は，
① 一校あるいは数校の教員で構成し，校内の公式，非公式の組織のいずれをもってグルー
プとしてよい(1 0名程度入
② 学校関の場合は参加者があまり広域にわたらない方が望ましい，
③ 指導者として経験豊かな教員が加入することが必要である，
④ 政党，民間会社，労働組合等と特別な関係を有しないこと，
とされている。
(8) これについては，牧昌見 rWスクール・フォーカスト』の現職教育 J( W教育委員会月報』
1 978年 7月号)を参照。
(9) 田中一生「新任教員の OrganizationalSocialization ~こ鵠する研究 J ( W九州
教育学会研究紀要 J第 l巻， 1 9 7 3年)， I司「新任教員の職業的社会化一一学校組織論的
考察一一 J( W九州大学教育学部紀要』第20集， 1 9 7 4年)，および向「新任教員の職
業的社会化に関する調査研究 J( W 7 8年度科学研究費補助金・研究成果報告書Jl1 9 7 9 
年〉を参照。
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